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超高速光エッジノード技術の研究開発 

基本計画書 

 

 

１．目 的 

 

 高速イーサネット等の普及によるネットワークにおける情報量と消費電力の増大に

対応するため、多数のクライアント信号を収容するエッジノードにおいて大容量のデ

ータを高速、低電力に処理するための技術を確立し、国民生活の利便性向上と地球温

暖化対策に貢献することを目的とする。 

 

 

２．政策的位置付け 

 

本研究開発は、通信ネットワークの高速化および情報通信機器の低消費電力化を目

指し、以下の政策に基づいて実施するものである。 

「原口ビジョン」（平成２１年１２月 総務省）においては、２０２０年時点でＣＯ

２排出量２５％削減という政府目標のうち、１０％以上をＩＣＴパワーで実現すると

されている。 

「新成長戦略（基本方針）」（平成２１年１２月 閣議決定）においては、「グリーン・

イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略」として、「情報通信システムの低消

費電力化など、革新的技術開発の前倒しを行う。」とされている。 

「革新的技術戦略」（平成２０年５月 総合科学技術会議）においては、産業の国際

競争力強化に資する革新的技術の１つとして、「オール光通信処理技術」が挙げられて

いる。 

総務省「ＩＣＴビジョン懇談会報告書 －スマート・ユビキタスネット社会実現戦

略－」（平成２１年６月 ＩＣＴビジョン懇談会）においては、「これまでにない超高

速化・省電力化を可能とするオール光処理ネットワーク」の研究開発を推進する旨が

述べられている。 

「民主党 マニフェスト２００９」（平成２１年７月 民主党）においては、「地球

温暖化対策を強力に推進する」「環境分野などの技術革新で世界をリードする」ことが

挙げられている。 

 

 

３．目 標 

 

（１）政策目標 

データセンタ及び一般家庭における高速イーサネットの普及に伴い、ネットワーク
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において処理される情報量、特に高精細画像配信など大容量情報提供サービスの普及

によって同じ宛先へ連続して送信される情報量が著しく増大しており、現行ルータの

処理速度では追随できなくなる恐れが生じている。また、情報量の増大に伴うネット

ワークの容量オーバーや設備の増加に伴う消費電力量の増大を回避することが喫緊の

課題となっている。 

これらの問題を解消するため、大量の光回線を収容する光エッジノードにおいて、

１波長当たり１００Ｇｂｐｓ級の超高速光送受信技術を実装して、信号処理を高度化

し、高速化と省電力化を同時に実現するための技術の研究開発を実施する。これによ

り、国民生活の利便性が向上し、国際標準の獲得などを通じて我が国の技術の国際展

開及び国際市場の獲得が図られるとともに、ネットワーク機器の省電力化により地球

温暖化対策に貢献する。 

 

（２）研究開発目標 

本施策で研究開発される超高速光エッジノードは、１００Ｇｂｐｓ級の長距離光伝

送に対応し、従来のルータで処理速度のネックであったパケット単位での信号処理を

必要とせず、パス単位での信号処理を行うことで大容量データの高速処理を可能とす

るとともに、従来のルータ技術で必要であった大量の高速メモリを不要とし、ネット

ワークの省電力化を実現するものである。 

本研究開発は、１００Ｇｂｐｓ級の信号を処理する超高速光エッジノード技術の確

立及び消費電力を従来エッジノードの１／３以下に削減することを目標とし、以下の

技術の研究開発を実施する。 

① クライアント信号収容技術の研究開発 

② １００Ｇｂｐｓ級超高速光送受信技術の研究開発 

③ 宛先切替技術の研究開発 

 

 

４．研究開発内容 

 

（１）クライアント信号収容技術の研究開発 

 

① 概要 

超高速光エッジノードに接続されるギガビットイーサネット、１０ギガビットイー

サネット、ファイバチャンネル等、伝送速度や信号フォーマットが異なる多様なクラ

イアント信号をクロック周波数偏差を吸収しながら、ＯＴＮ（Ｏｐｔｉｃａｌ Ｔｒ

ａｎｓｐｏｒｔ Ｎｅｔｗｏｒｋ）フレームに効率良く収容する技術を確立する。 

 

② 技術課題 

多様なクライアント信号を種別に依存せずに同一の回路構成で収容可能となる光ト

ランシーバとＯＴＮ信号間のインタフェース技術、低電力化の観点から電力消費を削

減するクライアント信号の同期機構をそれぞれ確立する。 
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また、ユーザ要求による利用帯域の変更やシステム障害による瞬断などに対応でき

るように、クライアント信号の帯域変更要求に対応し無瞬断でＯＤＵフレームへマッ

ピング/デマッピングする技術を確立する。 

さらに、ＬＡＮ等に広く普及しているイーサネット信号は、近距離伝送を前提にし

て規格化されており、ＯＴＮの規格と比較してクロック周波数偏差が１０倍程度大き

い。長距離伝送を実現するためには、この周波数偏差を低減してＯＴＮフレームに収

容する必要がある。このため、多様なクライアント信号の種別や信号品質に対応する

ＧＭＰ（Ｇｅｎｅｒｉｃ Ｍａｐｐｉｎｇ Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ）処理方式を確立す

る。 

また、高速メモリを削除することに伴い、ＯＤＵマッピング/デマッピングやＧＭＰ

処理、それに伴うスイッチ動作等、クライアント信号処理部内の機能ブロック間の完

全なタイミング同期制御を確立する必要がある。 

 

③ 到達目標 

クライアント信号収容技術の技術課題を解決するための方式の確立およびハードウ

ェア実装の設計・試作を行い、動作検証により全体的な性能評価を実施する。 

 

 

（２）１００Ｇｂｐｓ級光送受信技術の研究開発 

 

① 概要 

本研究開発は、インターネットの浸透やアクセスネットワークのブロードバンド化

進展によるネットワークを流通するデータトラヒックの爆発的増加に対応する上で必

須となる、１００Ｇｂｐｓ級の超高速光送受信方式を超高速光エッジノードに実装す

るために、多値変復調方式、デジタルコヒーレント光受信及び信号処理に関する方式

技術の試作・実装検討を実施する。 

 

② 技術課題 

超高速光エッジノードに１００Ｇｂｐｓ級光送受信技術を実装するため、信号処理

伝送技術、光送受信技術及び光伝送方式評価技術の３つの技術が課題となる。 

信号処理伝送技術においては、信号伝送中に生じる信号劣化を推定する技術、推定

した情報から信号劣化の原因を特定し補償する技術及び符号誤りを訂正する技術の３

つの技術の試作・実装検討を実施する。 

光送受信技術においては、多値変復調方式を用いた光送受信器の試作・実装検討を

実施する。光送受信器の光受信部は、受信フロントエンドを構成する光信号処理部、

電気信号処理部及びこれらを統合した試作・実装検討を実施する。また、光送受信器

の光送信部は、モジュレーション技術として超高速多値光位相強度変調技術を用いた

機器の試作・実装検討を実施する。 

光伝送方式評価技術においては、超高速光エッジノードに適用可能な１００Ｇｂｐ

ｓ級光伝送の評価技術の確立及び総合的な評価を実施する。 
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③ 到達目標 

１００Ｇｂｐｓ級光送受信技術のハードウェア実装の設計・試作を行い、動作検証

により全体的な評価を実施する。 

 

 

（３）宛先切替技術の研究開発 

 

① 概要 

本研究開発では、これまでのパケット単位での宛先切替制御で必要であった大容量

メモリやパケットスケジュール機能を取り除き、ＯＴＮに収容されたクライアント信

号を小さい回路規模、低消費電力で効率的に宛先切替するため、クライアント信号の

スイッチングのタイミング制御、分岐、挿入、宛先制御等の技術を確立する。 

 

② 技術課題 

超高速光エッジノードは、パス単位での信号処理を行うことで、パケット単位で必

要となる大容量メモリやパケットスケジュール機能を削除し、単位情報量あたりの電

力消費量を削減する。メモリによるデータバッファリングを行わないために、クライ

アント信号の宛先制御や分岐・挿入やスイッチングのタイミングを完全に同期させた

ＯＴＮフレームのタイムスロットアサインメント処理、分岐挿入処理、及びジッタ抑

圧方式を確立する必要がある。 

また、必要なスループットをスケーラブルに設定でき、動作電力と装置サイズを最

適化するため、ビルディングブロック構成による宛先切替制御技術を確立する。 

さらに、信号が通っていないクライアント処理部やＯＤＵスイッチ部のクロック等

をスリープ状態にする等のアダプティブ電力制御技術により、消費電力を管理し、省

電力化を可能とする技術を確立する。 

 

③ 到達目標 

宛先切替の技術課題を解決するための方式の確立およびハードウェア実装の設計・

試作を行い、動作検証により性能評価を実施する。また、クライアント信号収容部と

クライアント信号制御部の相互接続技術を確立し、相互接続動作検証を行うとともに、

超高速光エッジノードとしての動作実証を行い、全体的な評価を実施する。 

 

 

５．研究開発スケジュール 

 

平成２２年度から平成２３年度までの２年間 

 

 

６．その他 特記事項 
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（１）提案および研究開発に当たっての留意点  

提案に当たっては、基本計画書に記されている目標に対する達成度を評価できる具

体的な評価項目を設定し、各評価項目に対して可能な限り数値目標を定めるとともに、

超高速光エッジノード技術の実用化について、将来見込みを記載し、提案すること。 

また、目標を達成するための具体的な研究方法及び年度目標並びに実用的な成果を

導出するための共同研究体制又は研究協力体制について研究計画書の中に具体的に記

載すること。複数機関による共同研究を提案する際には、分担する技術間の連携を明

確にし、インタフェースを確保すること。 

なお、当該研究開発に関する国際標準化活動について、これまで取り組んだ実績、

今後の取り組みの予定がある場合には具体的に記載すること。 

研究開発の実施に当たっては、平成２１年度に情報通信技術の研究開発として実施

さ れ た 「 超 高 速 光 伝 送 シ ス テ ム 技 術 の 研 究 開 発 」（ 基 本 計 画 書

http://www.soumu.go.jp/main_content/000020277.pdf 参照）の内容を踏まえ、当該

研究開発受託者と連携、協力して研究開発を行うこと。 

 

（２）その他  

本研究開発で確立した技術の普及啓発活動を実施すると共に実用に向けて必要と思

われる研究開発課題への取り組みも実施し、その活動計画・方策については具体的に

提案書に記載すること。 


